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15歳以上人口

(11，082万人)

(出所)総務省統計局『労働力調査J
(注1)人数は2014年のもの。

「労働力調査Jにおける就業状態等に基づく分類

労働力人口

(6，587万人)

就業者

(6，351万人)

※「従業者jとI休業者Jを合

わせたもの(注2)。

完全失業者

(236万人)

9月3日説明資料

自営業主・家族従業者

(724万人)

※ f自営業主Jは、個人経営の事業を営ん

でいる者で、 f雇有業主j、「雇無業主J(一
般雇無業主・内職者)から成る。 『家族従

業者1は、自営業主の家族で、その事業に

無給で従事している者。

雇用者

(5，595万人)

※[雇用者Jは、会社、団体、官公庁又は

自営業主や個人家庭に雇われて給与・賃

金を得ている者及び会社、団体の役員で、

I常雇J(役員、一般常雇(無期・有期))、

I臨時雇j、『日雇Jから成る。

※①仕事がなくて調査週間中に少しも仕事をしなかった、@仕事があればすぐ就く

ことができる、③調査週間中に、仕事を探す活動や事業を始める準備をしていた、

の3つを満たす者。

非労働力人口

(通学、家事、その他{高齢者など))

(4，489万人}

※ 15歳以上人口のうち、「就業者jとf完全失業者j以外の者。

(注2)r従業者Jは、調査週間中に賃金、給料、諸手当、内職収入などの収入を伴う仕事(以下「仕事Jという。)を1時間以上した者(なお、家族従業者lま、無給であっても仕事をしたとする)。
「休業者」は、仕事を持ちながら、調査週間中に少しも仕事をしなかった者のうち、①雇用者で、給与・賃金の支払を受けている者又は受けることになっている者、②自営業主で、自分の経
営する事業を持ったままで、その仕事を休み始めてから30日にならない者。

(注3)就業者の内訳は「従業上の地位JIこ基づくもの、それ以外は『就業状態JIこ基づくもの。
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15歳以上人口の就業状況等の推移(全盛) |9月3日説明資料|

110 1990年代以降、生産年齢人口が減少する中、穀業者数は減少傾向。ただし、生産年齢人口の減少に比べ、就業者数の減少幅は小さ

く、女性や高齢者による就労の増加が下支えする状況。

0 就業者の中では、自営業主等の数が減少する一方、雇用者数は1990年代以降も増加傾向。

(万人)
12，000 

10，000 

8，000 

4，000 

2，000 

。

3，646 

φら~\.~'óo，φも~\.~1匂1ちφも、、、今、9ら

(出所}総務省統計局「労働力調査{基本集計)J、『園事事調査』

(注1)f自営業主等J(玄、白営業主と家族従業者。

11，008 11，111 

1，.000 l，.{:JSち 昔、p

11，082ぐー 15歳以上人口

ど/完全失業者

モーー 家族従業者

346ミ ¥ 自 営 業 主

¥雇用者(役員)

{肉数}

(5.595)← 雇用者
、ー;;.，ii' (役員を含む)

1，.0φ (年)

~ 

就業者(雇用者+

自営業主+家族従

業者)

(注2)1955年から1975年、2∞5年から2010年の数値については、時系列後続数値を使用。2011年の数値については、補完推計値を使用。ただしこれらの年の『雇用者{役員)Jについては、各年の報告

書等の数値を使用。197(}年以前については、雇用者の肉数がない。
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従業者規模別の構成割合の推移 |9月3日説明資料|

0 従業者規模が300人以上の企業に勤める雇用者(非正規雇用を含む)の割合が増加しているが、従業者規模が299人以下の中小の企

業に勤める雇用者は6割強と、引き続き高い割合となっている。

0 役員については、近年、従業者がr1人」やr2-4人Jの小規模企業の役員を務める者の割合が増加している。

l t育革主主審主Us事由量産iZE嗣EEEi;主~DII霊童書E・圃 [ 従業者規模別の構成割合の推移(役員-

100% 100% 

90% 1，000人~ 90% 

80% 80% 
50-299人

70%牛士一一一L→ ー- ト...J-.，--" 300-999人 70% +ー
ユ{46.9% 5-49人

60% ~ ト-1 ト斗 トrl ト→ ト→一一一件 問 「 53.1% 
50.0% 

50-29司
50% -t寸 ト斗 ~ 50% 

40%← -62.0% 40% 

30%← 
一ー35.4%ー一350%-L，348% 32蹴 30.5% 1 ト

5-49人 30%円 H J ト12-4人他 )
ーーー_.

20% +- 20% 

問 十1一一 - -1-.一9.6一%寸 E 
10% 

1-4人 t_F  ，E~. 、 昨寸 1人凹6 93% .8.7% 8.4% ・3% ーー量.
0% 

1987 1992 1997 2002 2007 2012 (年) 2002 2007 2012 (年)

〔開 回 14，7101 14，9211 E亙 14，5091 14，3651 〔役引(万人) ~ 巨司 ~ 
{出所)総務省統計局『就業修造基本調査』
(注1)r官公庁J及び「その他の法人・団体』を除く、会社や個人に雇用される者についての計数01997年以前は、『その他の法人・団体』に雇用される者を含む.
{注2)2∞2~については、 r1-4人J.
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正規・非正規雇用者数の推移 |9月3日説明資料|

0 雇用者数が増加傾向にある中で、非正規雇用比率は上昇傾向にある。

0 近年の非正規雇用者数の増加のほとんどは、 60歳以上の男女と59歳以下の女性であるが、 15-59歳の男性でも増加。

(万人)

6000 

5000 
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。

非正規の職員・従業員

(左軸)

¥回

1984 1990 

役員を除く雇用者

(左軸)

尚

3779 

1995 2000 

非正規の職員・従業員

割合(右軸)

正規の職員・従業員(左軸)

2005 2010 

(%) 

20 

15 

327~ 10 

5 

。
2014 (年)

非正規雇用増加の
要因分析(2004今日年)

(万人) 【+398万人】
400 

300 

200 

100 +一 15-59自主

(28%) 

ー

男15-59怠

。 (11~も)

{注1)2∞1年以前lま「労働力調査特別調査J.2∞z年以降は「労働力調査詳細集計』により作成。なお，両者lま，調査方法，調査月などが細違することから.時系列比較には注意を要する.r労働力調査特

別調査』は各年2月の調査結果であり r労働力調査詳細集計』は年平均値である.非正規雇用増加の要因分訴は注崎臨時議員復出資斜「賃金・雇用情事事についてJ(平成27年4月16日経済財政諮問会

議}より作成。
{注2)労働力調査では.2011年3月11自に発生した東日本大震災の影響により.岩手県.宮滅県及び福島県において調査実施が一時図録となった.ここに掲議した.2011年の数値lま補完的に推計した値

である。
{注3)r非正鏡の臓員・従業員』について.2∞8年以前の数値lま『パート・アルバイトJ.r労働者派遣事業所の派遣社員J.r契約社員・暖託』及び『その他』の合計.2∞9年以降Iま.新たにこの項目を設けて

集計した数値を縄畿している。
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「雇用者」のうち正規・非正規雇用者数の推移(若年男性) |9月3日説明資料 |

0 若年男性の人口減もあり、雇用者数は2001年をピークに減少傾向。その中で、非正規従業員の割合が上昇傾向。

0 非正規雇用者を選んだ理由は、「正社員として働ける会社がなかったJが最も多く、次に、「自分の都合の良い時間に働ける』が多い。

{万人)

900 

800 
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500 
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300 
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。

lF融 jぺ実認7用者数の推移 I 

男性25-34轟の

正規従業員(左軸)

全年齢(男性)の

非正規割合(右軸)

(%) 

25 

i時正 【男性2お~歳】

専門的な資格・2まIlを活かせるから

より取入の多い仕事に従事したかったから

20 自分の都合のよい鶴岡に働けるから

動重量審者聞や労働B数が短いから

篇単な仕事で責任も少ないから

15 就象調聾{年取や労働時間の調f})
をしたいから

家計の舗助、学費等を得たいから

10 
自分で自由に使えるお金を得たいから

通量塩崎聞が短いから

組織に縛られたくなかったから

正主士員として働ける会社がなかったから

家庭の事情{家事・育児・介謹等}や
他の活動【忽味・学習等}と両立しやすいから

体力的に正社員として働けなかったから
0 

26.1" 

20.2" 

@ 

1995 2000 2005 2010 2014 (年) 0" 10" 2~ 3~ ~ 50" 

(注1)2∞1年以前は「労働力調査特別調査J.2c∞2年以降r;tr労働力調査詳細集計JIこより作成。なお.両者は，濁査方

法，謂査月などが相違することから，跨系列比較には注意を要する。『労働力濁査特別調査』は各年2Flの調査結果であ

り.r労働力調査詳細集計JIま年平均値である.

{注2)労働力調査では.2011年3月11日に発生した東日本大震災の影響により， 岩手県，宮城県及び福島県において認査

実施が一時困難となった。ここに掲畿した.2011年の数値は稽完的に推計した値である。

(注3)r非正規の醸員・従業員JI二ついて.2∞8年以前の数値は『パート・アルバイトJ.r労働者派遣事業所の派遣役員J.
「契約役員・暢託J及び「その他』の合計.21∞9年以降lま，新たにこの項目を設けて集計した数値を褐童書している.

{出所)厚生労働省「非正規雇用の現状J(平成24年9月)

{原資料)厚生労働省『鉱業形態の多織化に関する総合実態調査J(2010)
u主)3つまでの復数回答.非正規雇用の労働者:r契約社員Jr暖託社員Jr出向社員J
「派遣労働者Jf臨時的雇用者JrJ~ートタイム労働者Jrその他』を含む。
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「雇用者」のうち正規・非正規雇用者数の推移(若年女性) |9月3日説明資料 |

若年女性の人口減もあり、雇用者数は2004年をピークに減少傾向。なお、非正規従業員の割合は、 2000年代半ば以降、概ね横ぱいで推移。

非正規雇用者を選んだ理由は、「自分の都合の良い時間に働ける」が最も多く、 「家庭の事情や他の活動と両立しやすしリ、「正社員として働

ける会社がなかったJが続いている。

(万人)

600 

(%) 

60 

500 

の一一
M
一
町
民

v
出向

主一切

o +--'-， ーl'h¥.¥ ， j a， i 1f a-Et¥E¥l J -.- J 'U.一1-0 

1995 2000 2005 2010 2014 (年)
(注り2001年以前は「労働力調査特別調査J，2∞2年以降lま「労働力調査詳細集計Jにより作成.なお.両者は.鼠査方

法.調査月などが相違することから.時系列比較には注意を要するor労働力議査特別調査Jは各年2.1'1の調査結果であ

り r労働力調査詳細集計JIま年平均値である.

{注2)労働力調査では.2011年3月u日に発生した東日本大震災の影響により.岩手県.宮減県及び箔島県において調査

実飽が一時図鑑となった.ここに掲援した，2011年の数値は幸福完的に推計した値である.

(注3)r非正規の臓員・従業員』について， 2∞s年以前の数値は『パート・アルバイトJ.r労働者派遣事案所の派遣社員j，

「契約社員・嘱託』及び『その他jの合計，2009年以降は.新たにこの項目を設けて集計した数値を縄議している.

l島 正頭 間此の際方を選んだ理由(… 1
【女性2S・~E歳】

専門的な資格・鐙能を活かせるから

より取入の多い仕事に従$したかったから

50 自分の毎会のよい時間に'届けるから

IUI時間や労働日数が短いから

40 
簡単な仕事で責任も少ないから

蕊象湧霊(年収や労働雲寺間の濁!ll
をしたいから

家計の補助、学費等を得たいから

30 
自分で自由に使えるお金を得たいから

通動時聞が短いから

20 組織に縛られたくなかったから

10 

正主士員として鏑ける会主士がなかったから

家庭の事情{家事・育児・介11等}や他の

活動{趣味・学習等}と両立しやすいから

体力的に正役員として働けなかったから

その他

@
同

13.3% 

12.0% 

26.8% 

20.0% 

22.7% 

。，‘ 苫11% 虫"‘主隅 <10‘ 10嘩

{出所)厚生労働省『非正規雇用の現状j(平成24年9月)

{原資料)厚生労働省『就業彫懇の多様化に関する総合実態調査j(2010) 
{注)3つまでの複数回答.非正規雇用の労働者:r契約社員jr積託社員jr出向社員』

『派遣労働者jr臨時的雇用者jrパートタイム労働者Jrその他Jを含む。
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転職入職率と勤続年数別分布の推移 |9月3日説明資料|

0 一般労働者の転職の動向を示す「転職入職率Jは、 5-29人規模の企業では長期的に低下傾向にあるものの、中小企業は総じて高

い水準で、推移。一方、1.000人以上の大企業においては、『転職入職率jが長期的に高まっている。

0 一般労働者の勤続年数は、男女25-54歳において、 fl0年以上Jの割合が低下してきている。

14.0% 

5-29人

12.0% 

10.0% 

8.0% 

6.0% 

4.0% 

2.0% 
300-999人

0.0% 

1991 94 97 2000 03 

30-99人

¥↓ 

1，000人以上

06 09 

100% 

90% 

80% 

70% 

60% 

50% 

40% 

30% 

20% 

10% 

12 (年} 0% 

| 一般労働者の勤続年数男ゆ布の推移(男女~~"!J歳11
4.3% 4.4% 5.1% 6.3% 7.1% 5.6% 6.1% 1年未満

11.9% 14・2% ロ.0% 12.0% 1 -2年

7%一~O.O%一一一 一一一ー

11.1% 13.6% 10.7% 3-4年
11.7% 

ーーーー・・世- --ーー・4

22.8% 26.0% 22.4% 
ー一一一一 一一一一一 一一一一司21.2%戸一一一 一一一一ー 一一一一一

20.0% 22.6% 25.4% 5-9年

10年以上

(出所}厚生労働省「雇用動向調査j 1994 1999 2002 2005 2008 2011 2014 (年)
(注}一般労働者の転膿入聴率=(一般労働者の転車喜入隠者/1月1日現在の一般労働者数)Xl∞.
転車議入車章者とは、入駿者{調査対象期間中に事業所が新たに録用した者をいい、他企業からの出向者・

出向復帰者を含み、同一企案内の他事業所からの転入者を除く.)のうち、入駿前1年間にまt業経駿の (出所}厚生労働省『賃金構造基本統計調査J
ある者のことをいう。ただし、「内臓』や1か月未満の就業は含まない。 (注)f民営+公営』のもの.

(参考}一般労働者とは、常用労働者のうちrI ~ートタイム労働者』又は「短時間労働者j (f1 日の所定労働時間がその事業所の一般の労働者より短い者J又は『その事業所の一般の労働者より1週の所定
労働日教が少ない者j)以外の者をいう.




